
第１章 学校施設個別計画の背景・目的                                                

１ 背景 
本町の学校施設は、1967（昭和 42）～1985（昭和 60）年度にかけて数多く建設されており、その延

床面積は町内の公共施設の中で最も多く、全体の 42.1％を占めています（2014（平成 26）年度末時点）。
統合や新築等により、新しく建設された校舎等もありますが、1981（昭和 56）年以前に建設した学校は、
耐震補強工事は完了しているものの施設の老朽化は進行しており、大規模改修等が必要な時期に差し掛か
っています。 

２ 目的 
2016（平成 28 年）に策定された「寄居町公共施設等総合管理計画（以下、総合管理計画という）」の

個別計画として、学校施設全体の整備方針を定め、⾧期的な維持管理などに係るトータルコストの縮減及
び予算の平準化、学校施設に求められている機能や性能の確保、⾧寿命化に向けた施設整備を推進計画、
施設の適正規模、適正配置、施設の再編などを検討する材料として活用することを目的としています。 

３ 計画期間 
  2016（平成 28）～2055（令和 37）年度の 40 年間 
  （総合管理計画の見直し、関連計画や社会情勢の変化に応じて、適宜見直しを行います） 
４ 対象施設 
  小学校 6 校、中学校 3 校の計 9 校 

第２章 学校施設の目指すべき姿                                                              

 上位計画である総合管理計画の基本目標を踏まえ、以下の 5 つの目指すべき姿を設定しました。 
◆ 安全・安心な学校施設づくり 

学校施設は、将来を担う児童・生徒が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに、災害発生時には、
地域住民の避難所となる役割を果たすことから、施設の安全性確保が極めて重要です。そのため、防災
機能強化の視点に立って施設の安全性を確保し、安心して過ごせるように施設の屋上防水や外壁、設備
等の老朽化対策等、⾧寿命化の観点から計画的な施設の整備・充実を図っていきます。 

◆ 多様化する教育に対応可能な学校施設づくり 
一人に一台のタブレットを活用する GIGA スクール構想や 35 人学級の導入等、変わりつつある多様

な学習内容や学習形態に対応した整備を行うことが重要です。そのため、学校施設環境の質的向上を図
るとともに、小・中学校学習指導要領に基づく教育の取り組みや今後の学校教育の進展、情報化の進展
に⾧期にわたり対応できるような柔軟性のある施設計画を検討していきます。 

◆ 地域に根付いた学校施設づくり 
学校施設は、地域に根付いた公共施設であり、通学する児童・生徒や地域住民がコミュニティを形成

する拠点となります。その役割を果たすことができるよう、学校施設が立地する地域特性や地域住民の
意見等も踏まえながら、学校施設に求められる機能を持った学校施設づくりを進めていきます。 

◆ 人・環境にやさしい学校施設づくり 
児童・生徒だけではなく、誰もが利用しやすい学校施設となるよう、バリアフリーに配慮した施設整

備を推進していきます。また、環境負荷の低減を図るために、省エネルギー機器や再生可能エネルギー
の導入を検討していきます。 

◆ ⾧期間にわたって持続可能な学校施設づくり 
少子化による児童・生徒数の減少や小中一貫教育の推進、施設の老朽化等を踏まえ、学校施設の統廃

合を検討していきます。また、人口動向や将来の児童・生徒数等を踏まえた適正な施設配置を検討する
とともに、改築等の際に地域ニーズ等も考慮して、地域毎に立地するコミュニティ施設等との複合化を
検討していきます。学校施設が、⾧期間にわたって良好な状態を維持できるよう、従来の事後保全型の
維持管理から予防保全型へ転換し、計画的な改修・改築に取り組んでいきます。 

第３章 学校施設の実態                                    

１ 学校施設の保有状況 
本計画の対象となる学校施設のうち、建物は計 36 棟で、延床面積は 4.7 万㎡です。主に 1967（昭和

42）～1985（昭和 60）年度に建てられており、築 30 年以上経過した施設が 28 棟（78％）、3.7 万㎡
（79%）と大半を占めています。また、築 40 年以上経過した施設も 17 棟（47％）、1.9 万㎡（40%）
あり、経年による老朽化が進行しています。 

このまま進むと、10 年後には９割以上の施設が築 30 年以上となるため、老朽化した施設に対する計
画的な改築・改修等が必要です。 

２ 学校施設の老朽化状況 
学校施設の老朽化状況は、「学校施設の⾧寿命化計画策定に係る解説書」に基づき、①構造躯体の健全

性、②躯体以外の目視等による劣化状況調査の２つに分けて状況を把握し、評価を行いました。その結果、
屋根・屋上、外壁、内部仕上げは、広範囲に劣化がみられ、安全面や機能面において、早急に対応が必要
な部位が確認されました。特に屋上や外壁の劣化は構造躯体に直接影響を及ぼしますが、学校施設の劣化
の対処は不具合が現れてから行うことが多く、事後保全的で部分的な改修に留まっている状況です。 

 

筒先 筒元

校舎 12 RC 3 1,293 1974 S49 45 旧 済 済 2019 34.8 - 0.7 長寿命 D D D B C 22

体育館 15 S 1 842 1983 S58 36 新 - - - - - - 長寿命 B C B B B 65

校舎 16 RC 3 3,025 1975 S50 44 旧 済 済 2019 25.2 - 2.4 長寿命 D C D B A 38

校舎 1 RC 2 1,011 1969 S44 50 旧 済 済 2019 17.9 - 1.0 長寿命 D D C B B 38

校舎 2 RC 2 1,536 1969 S44 50 旧 済 済 2019 23.4 - 8.1 長寿命 D C D B C 31

体育館 7 S 1 675 1971 S46 48 旧 済 済 - - - - 要調査 A C D C C 34

校舎 7 RC 3 2,117 1982 S57 37 新 - - 2019 30.6 - 1.2 長寿命 D D C B C 34

校舎 11 RC 2 1,112 1991 H3 28 新 - - - - - - 長寿命 C C C B B 49

体育館 12 RC 1 931 2003 H15 16 新 - - - - - - 長寿命 C C C C B 44

校舎 9 RC 2 1,603 1971 S46 48 旧 済 済 2019 28.5 - 1.7 長寿命 D D D B B 27

体育館 11 S 1 648 1973 S48 46 旧 済 済 - - - - 要調査 A D C B B 45

校舎 12 RC 2 731 1980 S55 39 旧 済 - 2019 43.2 - 0.0 長寿命 C C D B B 38

校舎 2 RC 2 988 1970 S45 49 旧 済 済 2019 27.1 - 0.7 長寿命 D D D B B 27

体育館 6 S 1 657 1972 S47 47 旧 済 済 - - - - 要調査 B D C B - 39

校舎 10 RC 3 2,034 1981 S56 38 新 - - 2019 29.6 - 0.6 長寿命 D D D C B 22

校舎 13 RC 2 333 1977 S52 42 旧 済 済 2019 26.9 - 5.1 長寿命 C D A B - 61

校舎 14 RC 3 481 1985 S60 34 新 - - 2019 35.2 - 1.2 長寿命 D B B B - 69

体育館 16 S 1 786 1973 S48 46 旧 済 済 - - - - 要調査 D D D B - 20

校舎 17 RC 2 1,114 1977 S52 42 旧 済 済 - - - - 改築 D D B B B 51

校舎 18 RC 3 2,719 1979 S54 40 旧 済 済 - - - - 改築 C D C B B 40

校舎 27 RC 2 820 1999 H11 20 新 - - - - - - 改築 D B C B B 56

校舎 1 RC 4 4,676 1993 H5 26 新 - - 2019 40.8 - 2.9 長寿命 B C D B B 41

体育館 2-1 S 2 1,184 1993 H5 26 新 - - - - - - 長寿命 C C B B B 62

クラブハウス 2-2 S 2 243 1993 H5 26 新 - - - - - - 長寿命 A A B B B 84

武道場 5 S 1 508 1994 H6 25 新 - - - - - - 長寿命 A B B B B 77

校舎 1-1 RC 3 1,048 1967 S42 52 旧 済 済 - - - - 改築 C D B C B 49

校舎 1-2 RC 3 857 1967 S42 52 旧 済 済 - - - - 改築 D D D B B 27

校舎 1-3 RC 3 81 1971 S46 48 旧 済 - - - - - 改築 D D D B B 27

校舎 2 S 1 242 1967 S42 52 旧 - - - - - - 要調査 C B A B B 81

体育館 8 S 1 830 1981 S56 38 新 - - - - - - 長寿命 B C C B B 52

校舎 10 RC 3 1,512 1984 S59 35 新 - - - - - - 長寿命 C D C B B 40

武道場 15 RC 1 537 1995 H7 24 新 - - - - - - 長寿命 C C C C B 44

校舎 1 RC 4 7,018 1988 S63 31 新 - - 2019 23.5 - 1.6 長寿命 D C D C B 31

体育館 2-1 S 2 1,787 1988 S63 31 新 - - - - - - 長寿命 C D C C C 31

地域・
学校連携施設

2-2 S 2 201 1988 S63 31 新 - - - - - - 長寿命 C D C C C 31

武道場 3 S 1 508 1988 S63 31 新 - - - - - - 長寿命 C C C C B 44

 凡例）構造…RC：鉄筋コンクリート造、S：鉄骨造　　　耐震安全性…旧：旧耐震基準、新：新耐震基準

 注１）築年数は、2019年度を基準としている。　　　注２）城南中学校（１棟）と寄居中学校（１棟）の圧縮強度及び中性化深さは、調査した２箇所の平均値を示す。　　

 注３）鉢形小学校の校舎（10棟）及び男衾中学校の体育館（８棟）は、1982年３月に新耐震基準で建設されている。

 注４）「試算上の区分」は、鉄骨造で築40年以上経過している建物を「要調査」、鉄筋コンクリート造で現在建替えが検討されている男衾小学校・男衾中学校の建物を「改築」としている。
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第４章 学校施設整備の基本的な方針等                           

１ 学校施設の規模・配置計画等の方針 
総合管理計画や学校施設の目指すべき姿を踏まえ、本計画における学校施設の規模・配置計画等の方針

を設定しました。 
【安全・防災面】 

◆安全性に配慮した整備 
児童・生徒が安心して学習できる環境を整えるために、現段階で経年劣化の進んでいる部位の修繕だけ

でなく、計画的に維持保全や改修を行う「予防保全型」に転換することで、学校施設の⾧寿命化を進め、
施設の安全性の確保に努めます。 
◆避難所としての整備 

避難者の安全を確保するための対策や避難生活での環境面へ配慮など、防災機能の強化を進めます。 
【学習・生活面】 

◆教育環境の質的向上 
近年の多様な学習内容や学習形態の変化や情報化の進展に柔軟に対応可能な施設計画を検討します。 

◆生活環境の質的向上 
バリアフリーに配慮し、児童生徒だけでなく、誰もが利用しやすい施設整備を進めます。 

◆環境負荷低減への配慮 
環境負荷の低減を図るため、省エネルギー機器への更新や再生可能エネルギーの導入を検討します。 

【統廃合の検討】 
今回の調査において、将来の児童・生徒数が 2045 年には 2020 年と比較して約 48％減少すると推計

しているように、少子化による児童・生徒数の減少や小中一貫教育の推進、施設の老朽化等を踏まえ、持
続可能な学校施設の統廃合を検討していきます。なお、昨年策定された「寄居町公共施設等総合管理計画
アクションプラン（以下、アクションプランという）」では、以下のとおり計画されております。 
◆男衾中学校及び男衾小学校は 2025 年度を目処に集約 
◆城南中学校及び折原小学校・鉢形小学校は、2026 年度から 2033 年度を目処に集約 
◆寄居中学校及び寄居小学校・桜沢小学校・用土小学校は、2034 年度から 2041 年度を目処に集約 

アクションプランを踏まえ、本個別計画における統合予定時期は、各学校の築年数を基に設定しました。 
◆男衾中学校・男衾小学校 

男衾中学校校舎の改築工事を行い、2025 年度に統合 
2021～2024 年度:男衾中学校校舎の改築設計・工事実施 
2025 年度:供用開始 

◆城南中学校・折原小学校・鉢形小学校 
鉢形小学校校舎が築 60 年となる時期に合わせて城南中学校校舎の⾧寿命化改修工事を行い、2031 年
度に統合する。 
2027～2030 年度:城南中学校校舎の⾧寿命化改修設計・工事実施 

◆寄居中学校・寄居小学校・桜沢小学校・用土小学校 
寄居中学校校舎を⾧寿命化改修後30年間使い続けるために、築50年目に⾧寿命化改修工事を完了し、  
2039 年度に統合する。 
2035～2038 年度:寄居中学校校舎の⾧寿命化改修工事設計・工事実施 
なお、学校の統合については、学校施設が地域の重要な施設であることを鑑み、今後地域住民と十分な 

話し合いを行い、合意形成を図りながら進めていく必要があります。 
【他施設との複合化】 

改築等の際に地域ニーズも考慮して、各地域にあるコミュニティ施設等との複合化を検討していきます。 

２ 改修等の基本的方針 
目標使用年数は 80 年（鉄筋コンクリート造・鉄骨造）とし、改修周期は、下図のように 20 年・60 年

に大規模改修、40 年に⾧寿命化改修を実施します。 

 
３ 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 
（１）改修等の整備水準 

これまでの事後保全的な維持管理から予防保全的な維持管理に移行し、施設の⾧寿命化を図ることで、
財政面での負担軽減を目指すとともに、環境面にも配慮します。さらに、老朽化した設備を現在の技術
水準で改修することで機能の向上を図り、現代の社会的要求に対応できる施設整備を行います。 

（２）維持管理の項目・手法等 
学校施設の⾧寿命化を図るためには、計画的な改修工事だけでなく、日常的・定期的な点検や清掃を

行うことが重要です。これにより、施設の劣化状況を的確に把握して早期に異常を発見することができ、
予防保全による維持管理の推進に繋がります。 

第５章 ⾧寿命化の実施計画                                  

１ 改修等の優先順位付けと実施計画 
学校毎に、改築・改修等を一体的に行う建物をグループ化した上で、改築・改修等の優先順位を設定し

ます。 
２ ⾧寿命化のコストの見通し 

従来型から⾧寿命化型にシフトすることで、40 年間の維持・更新コストは総額 128.24 億円（3.21 億
円/年）となり、従来の改築（建替え）中心のコスト（155.67 億円）よりも 27 億円以上の経費を削減で
き、⾧寿命化することで一定の効果が見込まれます。 
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３ 学校施設の⾧寿命化に向けた改修計画 

 

 

第６章 ⾧寿命化計画の継続的運用方針                                                       

１ 推進体制等の整備 
本計画策定後も、学校施設の老朽化は進行し、学校施設に求められる機能や水準も変化していくこと

が考えられます。本計画は、学校施設を所管する教育委員会が中心となって推進していきますが、アク
ションプランや寄居町教育大綱との整合を図りつつ、他部署や学校と連携しながら実行することで、推
進体制の強化を図ります。 

２ データベース及び学校維持管理システム構築 
今後、学校施設の適切な維持管理を行うために、「学校施設維持管理システム」を作成し、本計画で

作成した⾧寿命化の実施計画に加え、これまでに実施した調査や工事記録等を一括管理します。 
３ フォローアップ 

本計画を着実に進めていくために、以下に示す PDCA サイクルを実施します。また本計画では、学校
施設の⾧寿命化を見据えた整備方針や基本的な考え方を示し、⾧寿命化の具体的な実施計画について
は、事業の進捗状況や施設の老朽化の状況を踏まえた上で、適宜見直しを行います。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


